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第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

  柏崎市は、米山を始め、黒姫山、八石山、西山連峰の懐に抱かれ、鵜川、鯖石川、

別山川の流れがもたらす豊かな恵み、日本海に面した福浦八景など、変化に富んだ海

岸線を有し、山、里、海の「三つの幸」の恩恵を受けています。 

柏崎の豊かな自然環境の下で育まれる安全で安心な農林水産物等を通して、市民一

人ひとりが「食と健康」の大切さや、「食」を支える「地域の力」を認識し、柏崎の

「食文化」を継承することが、心身の健康増進と活気あるまちづくりにつながります。 

ここに、生産者、消費者、事業者及び市が、一体となって、食の地産地消の基本理

念、意義及び役割を明らかにし、協働の下、市民の生涯を通した健全な食生活の実現

や食文化の向上を目指すとともに、活気あるふるさと柏崎を次代に継承するため、平

成２４（２０１２）年６月に「新潟県柏崎市食の地産地消推進条例（以下「条例」と

いう。）」が制定されました。 

この条例に基づき、食の地産地消に関する総合的かつ計画的な推進を図るため、平

成２５（２０１３）年１１月に「柏崎市食の地産地消推進計画（以下「計画」という。）」

を、平成３０年（２０１８）年３月に第二次計画を策定し、食の地産地消運動を推進

し、安全で安心な農林水産物等の安定した生産及び供給に努めてきました。 

この度、第二次計画が令和４（２０２２）年度で終了することから、これまでの取

組の成果を検証するとともに社会情勢等を勘案した第三次計画を策定しました。 

 

２ 計画の位置付け 

  この計画は、「食料・農業・農村基本法（平成１１年法律第 106 号）」に基づき国が

策定した「食料・農業・農村基本計画（令和２（２０２０）年３月閣議決定）」を始

め、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物

の利用促進に関する法律（平成２２年法律第 67 号）」いわゆる六次産業化・地産地消

法、「第３次新潟県食育推進計画」など上位法等を踏まえ、「柏崎市第五次総合計画後

期基本計画」及び「柏崎市第３次食育推進計画」との整合性を図り、条例第１６条の

規定として位置付けるものとします。 

  なお、その実施にあたっては、「環境と調和のとれた食料システムの確立のための

環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第 37 号）」いわゆる「み

どりの食料システム法」を考慮するものとします。 

 

３ 計画期間 

  本計画の期間は、次期計画を見据え「柏崎市第五次総合計画後期基本計画」及び「柏

崎市第３次食育推進計画」の終期と合わせることとし、令和５（２０２３）年度から

令和７（２０２５）年度までの３か年とします。 
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４ 基本理念（条例第３条） 

⑴ 食の地産地消の推進は、生産者、消費者、事業者及び市が連携し、本市の農林水

産業の振興を図り、市内農林水産物等の情報を共有することにより信頼関係を構築

し、広範な市民の参加と協働の下に行うものとします。 

⑵ 食の地産地消の推進は、生産者、食に関連する従事者及びその後継者が安心して

従事することにより本市の活性化と環境の保全が図られるよう行うものとします。 

⑶ 食の地産地消の推進は、市民一人ひとりが食の重要性を認識することにより、心

身共に健康で生きがいのある生活が実現され、かつ、本市の食文化が継承され、持

続されるよう行うものとします。 

⑷ 食の地産地消の推進は、市民の意見を積極的に取り入れるとともに、市民の自主

的な取組が促進されるよう行うものとします。 

 

＜計画の体系＞ 

国 食料・農業・農村基本法 食料・農業・農村基本計画 

六次産業化・地産地消法 地域の農林水産物の利用の促進に

関する基本方針 

食育基本法 第４次食育推進基本計画 

新潟県 にいがた食の安全・安心条例 にいがた食の安全・安心基本計画 

 第３次新潟県食育推進計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整合・調整 

柏崎市第五次総合計画 

後期基本計画 

柏崎市第３次 

食育推進計画 

柏崎市第三次 

食の地産地消推進計画 

新潟県柏崎市 

食の地産地消推進条例 

実施にあたっては、「みどりの食料システム法」及び 

「新潟県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画」を考慮 
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第２章 第二次食の地産地消推進計画の検証 

 

 この章では、第二次食の地産地消推進計画で策定された５つの方向及び施策の検証

を行います。 

 

１ 安全・安心な農林水産物の生産振興について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 目標の達成状況 

指標 
基準値 

（Ｈ28 年度） 

実績値 

（Ｒ３年度） 

目標値 

（Ｒ４年度） 

達成 

状況 

新潟県特別栽培農産物認証面積 628.7ha 413.5ha 800.0ha × 

園芸重点８品目作付面積 20.8ha 37.4 ha 55.0ha 〇 

※市独自の担い手の農地集積率 70.8 74.5 80.0％ 〇 

※（参考：国が定める集積率） （47.3） （52.9） (80～90％) （〇） 

愛菜館での地元産品の販売額 1 億 1,629 万円 1 億 2,099 万円 1 億 3,000 万円 〇 

◎ … 策定時の数値より向上し、目標値を達成したもの 

○ … 策定時の数値より向上したが、目標値を下回ったもの 

△ … 策定時の数値より悪化したもの 

× … 策定時の数値より大幅に悪化したもの 

 

 ⑵ 検証 

  ア 施策①消費者ニーズに即した農林水産物の生産について 

   ア） 安全安心の指標である減農薬減化学物質に取り組む「新潟県特別栽培農

産物認証面積」は減少しました。 

大きな理由としては、認証手続きが煩雑であり、これに見合うメリット

が少ないとの意見が多勢です。加えて、米の消費量の減少に伴い、認証制

度を活用する主食用米の栽培面積が減少したことも一因と思われます。 

 目指すべき方向  

第一に、安全で安心な農林水産物を安定供給できる体制を整備する必要があり

ます。生産者の効率的で安定した経営基盤が必要となるため、収入の安定確保を

図りながら、労働力、施設の効率利用によるコスト低減を図ります。複合経営に

よる六次産業化などの取組を支援し、新たな収入による経営強化を図ります。ま

た、担い手の確保、育成のため、新規就業者の受け皿となる経営体を育成します。 

 

 施策  

① 消費者ニーズに即した農林水産物の生産 

② 担い手の確保・育成 

③ 農林漁業者の複合経営 
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     ➡新潟県特別栽培農産物の他、環境に優しい農業として、環境保全型農業

直接支払交付金事業に 265.2ha 取り組んでいます。 

   イ） 園芸と畑地化の指標である園芸重点８品目作付面積は増加しています。 

     ➡水田を活用した園芸に取り組む農家が多いことが特徴です。そのため、

品種が限られること、また、一時的に園芸転換するなど、着実な園芸作

付増加には至っていないものと捉えています。 

  

 イ 施策②担い手の確保・育成について 

   ※市独自の担い手集積率とは 

・営農台帳担い手耕作面積／営農台帳担い手耕作面積－（自己保全管理＋地

調整水田＋土地改良通年竣工等）で算出 

   ※国が定める集積率とは 

    ・担い手の農地利用集積面積／全農地面積で算出 

 ア） 担い手への農地集積率は進んでいますが、全国平均値の 58.9％、新潟県

平均値の 65.9％を大きく下回っています。 

  ➡担い手への農地集積が進まない理由としては、農業所得が不安定なこと

や基盤整備ができていないとの意見があります。 

  ➡全国的にも農家の７割が後継者がいない又は未定であり、このうち８割

は他人に農地を利用させる意向はないとのことです。 

   イ） 新たな担い手が不足しています。 

     ➡全国的には、新規就農者は特に雇用型就農者が増加傾向にあります。こ

の背景には、技術面だけではなく、就農初期に生ずる経済的支援など、

受入側の多様で充実した体制が求められています。 

 

 ウ 施策③農林漁業者の複合経営について 

   ア） 農林漁業者の複合経営を図るため、六次産業化と地域で生産された農林

水産物を地域で消費する直売所における地場産品の販売額を指標として

います。柏崎商圏の地元購買率が減少傾向にある中で、直売所の販売額

が伸長していることは、市民の地産地消や地場産品への関心が高いこと

がうかがえます。 

     ➡直売所だけではなく、食材スーパーにおいても、地場産品コーナーが設

けられており、消費者ニーズが小売業の現場でも具現化しています。 
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２ 食育の推進と農村地域伝統文化の継承について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 目標の達成状況 

 

⑵ 検証 

  ア 施策①学校給食等の利用促進について 

   ア） 小中学校における学校給食での地場産給食率は 45％前後で大きな変位は

みられません。 

   イ） 目標値である供給率 55％は、第５次総合計画後期基本計画の主要指標に

位置付けられています。 

   ウ） 給食用の主食用米は全て柏崎産米を使用していますが、副食に使用する

地場産農林水産物の供給率が 20％未満となっています。 

    ➡ 国では、学校給食の地場産物の利用目標は 30％以上と定めています。こ

の簡易的な目標は達成していますが、我が国の主食用米の自給率が

100％であることを考慮すると、米以外の地場産供給率を上げることが現

実的な課題となっています。 

   ➡ 国では、地域において供給が不足している農林水産物がある場合には、

指標 
基準値 

（Ｈ28 年度） 

実績値 

（Ｒ３年度） 

目標値 

（Ｒ４年度） 

達成 

状況 

学校給食における地場産米・

野菜の供給割合 
46.8％ 46.7％ 55.0% △ 

上記から米を除いた地場産野

菜の供給率 
（17.3％） （15.6％） （30.0％） × 

◎ … 策定時の数値より向上し、目標値を達成したもの 

○ … 策定時の数値より向上したが、目標値を下回ったもの 

△ … 策定時の数値より悪化したもの 

× … 策定時の数値より大幅に悪化したもの 

 目指すべき方向  

学校給食で使用する野菜は、大根、人参、キャベツ、ねぎ、じゃがいも、たまね

ぎ、里芋、白菜を主要８品目として、きゅうり、なす、オータムポエムなど２０

品目以上を季節品目として使用しています。今後は、供給品目数を維持しながら、

使用頻度が高い主要８品目の供給量の拡大に努めます。魚食では、谷根川産の鮭

ミンチを学校給食に使用していますが、それ以外の水産物についても、学校給食

での使用を目指します。 

 

 施策  

① 学校給食等の利用促進 

② 食育の推進 

③ 地域の食文化の理解と継承 
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他の地域で生産された農林水産物を消費することとされています。 

   

イ 施策②食育の推進について 

ア） 柏崎市第３次食育推進計画に基づき、地域の食文化の継承、地産地消の

推進を重点項目として推進しました。 

イ） 国の第４次食育推進基本計画（令和３(２０２１)年３月策定）では、学

校給食における地場産物を活用した取組等を増やすとしており、食に関

する生きた教材として地場産物を位置付けています。 

ウ） 第３次新潟県食育推進計画（令和３(２０２１)年３月策定）に基づく、

新潟県の学校給食における県産農林水産物を使用する割合が 66.1％、国

産農林水産物を使用する割合が 91.6％（令和元（２０１９）年度）と全

国的にも高い実績を維持しています。 

 ➡ 国では、第４次食育推進基本計画において、学校給食での地場産物を使

用する割合を増やすとともに、その算出方法を食材数ベースから金額ベ

ースに見直すこととしています。 

  

  ウ 施策③地域の食文化の理解と継承について 

ア） 新型コロナウイルス感染症の影響により、これまで地域文化継承に重要

な役割を担っていた「なりわいの匠」の事業を縮小しました。 

イ)  直近の令和３(２０２１)年度では、ふれあい講座を 5 回、収穫体験を 2

回行いました。 

   ウ） 全市一斉地場産給食デーでは、柏崎市ブランド米「米山プリンセス」、郷

土料理の「おいな汁」や谷根川産の鮭を提供するとともに、生産者をお

招きし、児童・生徒と一緒に給食をいただくことで、農林水産業や地元

食文化に触れる機会を設けました。 

   エ） 市のホームページに「農産物・レシピ」や「柏崎の水産物」を掲載し、

柏崎伝統野菜や地域に伝わる地場食材レシピを紹介しました。 

    ➡ 生産者と児童・生徒とが給食の場で触れあうことにより、生産者のモチ

ベーションの向上が期待できます。 

    ➡ 市民が収穫体験を行うことで、農業への関心を高めるとともに、消費者

と生産者との距離感が縮まり、より地産地消への関心が高まります。 

    ➡ 四季を通じ地場産品を活用したレシピを公開することで、地域の食文化

をより広めることができます。 
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３ 食の地産地消の啓発と普及について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 目標の達成状況 

  指標による目標管理は行っていませんが、次の取組を行いました。 

 ア 食の地産地消の日の普及・啓発 

毎月 13 日から 19 日を、「ぱくぱくもぐもぐ柏崎産ウィーク」を愛称として普

及啓発活動を実施するとともに毎年 11 月 19 日を食の地産地消の日として定

め、これに合わせて全市一斉地場産給食デーを実施しました。 

イ 消費者、事業者への情報提供 

柏崎の伝統野菜や地場特産品をまとめた「柏崎野菜」のパンフレットや、食

の地産地消を呼びかけるチラシを、イベントや料理教室などで配布しました。

また、食の地産地消ＰＲ動画を、市役所１階ロビーの案内板で公開しました。 

ウ 地場農林水産物の取扱事業者と販売コーナーの増設 

柏崎市食の地産地消フェアを通して、地場農林水産物を使用する飲食店が増加

しました。また、地場産品直売所の愛菜館では、新たに地元農産物の販売スペー

スを拡大し、地産地消を取り入れたお弁当やパンの専門店を導入しました。 

エ 安全・安心とおいしさの情報提供 

市ホームページで、旬の地元食材や生産現場を紹介しました。 

オ 地場農林水産物を使った料理教室 

地元産の野菜や水産物を使った料理教室を親子向け、若者向け、男性向けな

ど、幅広い層を対象に実施しました。 

カ ３年振りとなる「秋の収穫祭」を開催 

新型コロナウイルス感染症の影響により令和２（２０２０）年から中止して

 目指すべき方向  

食の地産地消の啓発と地場産農林水産物の普及活動に努める必要があります。

生産者や生産物の特徴などの情報を、消費者や事業者に伝える手段の構築を目指

します。地元で生産されている農林水産物の知名度を上げる取組や、消費者が地

場産品を優先して購入したり、飲食店などで優先して食べたりするような、有効

な情報発信を行います。 

また、直売所や一般小売業者が商品として取り扱いやすい、又は消費者が手に

取りたくなる包装デザインやＰＯＰ表示などの、販売促進の工夫や取組を推進し

ます。 

さらには、消費者が生産現場を知り、生産者と消費者が直接交流するための体

験イベントの実施など、食の地産地消の取組を広げる機会を増やします。 

 

 施策  

 食の地産地消の普及啓発及び情報の発信 
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いた「秋の収穫祭」を令和４（２０２２）年１０月２３日（日）に開催し、約

11,000 人の人出でにぎわいました。 

 

 ⑵ 検証 

  食の地産地消の普及啓発及び情報の発信について 

    秋の収穫祭に来場した方へのアンケート結果によれば、（ｎ=228） 

    ・日頃から食の地産地消を意識しているとの回答者  73.2％ 

    ・      〃    意識していないとの回答者 25.4％ 

   と、7 割以上の市民が地産地消に関心を持っていることがうかがえます。 

    また、3年振りに開催された秋の収穫祭への満足度は 

    ・満足若しくは大変満足との回答者 87.7％ 

   と、来場者の 9割近くが地産地消イベントに肯定的でした。 

    さらに、出展内容で良かったものはとの問いには、（複数回答 ｎ=629） 

    ・農林水産物の直売との回答者が 38％で最多 

 ・第 2 位は地場産食材を利用した柏崎グルメ飲食コーナーとの回答者 26.2％ 

 ・第 3 位が柏崎菓子工業組合による秋の和洋スィーツ販売が 10％ 

と、地場産品や地産地消に関する出展が高い評価を得ました。 
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４ 家庭・公共施設・飲食店等での地場産農林水産物の利用促進について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 目標の達成状況 

指標 
基準値 

（H30 年度） 

実績値 

（Ｒ３年度） 

目標値 

（Ｒ４年度） 

達成 

状況 

食の地産地消推進店の登録店舗数 29 店舗 52 店舗 50 店舗 ◎ 

◎ … 策定時の数値より向上し、目標値を達成したもの 

○ … 策定時の数値より向上したが、目標値を下回ったもの 

△ … 策定時の数値より悪化したもの 

× … 策定時の数値より大幅に悪化したもの 

 

 ⑵ 検証 

  地元農林水産物の利用促進について 

   ア） 平成３０（２０１８）年度に創設した「柏崎市食の地産地消推進店」の

登録制度は、目標値を上回りました。 

イ） 登録店の傾向は、起業・創業した飲食店が多く、新たな視点で地場産品

を食材として活用しています。 

   ウ） 毎年「柏崎市食の地産地消フェア」を実施しました。登録店同士のコラ

ボメニューや統一食材（枝豆・たまねぎ）による各店オリジナルメニュー

など趣向を凝らした内容で取り組みました。 

   エ） 地場産水産物であるアラやヒゲソリダイなどを市内飲食店で提供するこ

とで地場産水産物の利用促進と消費拡大を図りました。 

   オ） イベントや郷土料理教室などで、柏崎の郷土料理レシピカードを配布す

るとともに市ホームページに郷土料理のレシピを掲載することで地元農林

水産物の利用を促しています。 

    ➡ 学校給食では一定程度の地場産品を定期的に利用していますが、他の施

設では需要が少ない状況です。 

  

 目指すべき方向  

食の地産地消を進めるためには、農林水産物の生産拡大を実現するとともに、

消費面における消費者の理解や、流通、加工、販売など各分野の連携、協力が必

要です。各分野での新たな発想と、多様な面からのニーズを捉え、様々な機会や

サービスを生み出し、安定的に消費を増加させる取組を進めます。また、食材を

多く利用する学校給食や事業所、福祉施設などで地場産農林水産物の利用を促し、

利用率を更に高めていきます。 

 

 施策  

 地元農林水産物の利用促進 
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５ 農林水産資源をいかした他産業との連携について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 目標の達成状況 

  指標による目標管理は行っていませんが、次の取組を行いました。 

 ア 六次産業化への支援 

生産者による加工品販売のため、地域営農支援事業や六次産業化支援事業

により施設整備や機械導入を支援しました。 

イ 新しい商品企画 

   地域ブランド支援事業により、地域資源のブラッシュアップを行い、笠島

の海藻、越後バナーナ及び西山コシヒカリビールなどの商品化につなげまし

た。 

ウ 高付加価値化への取組 

 ア） 柏崎ブランド米「米山プリンセス」の認証制度を設け、安全性と食味の

高い希少米として市場投入しました。また、極早生品種「葉月みのり」の

取組面積を増やし、新潟県産米として一早く新米が提供できる環境が整い

ました。 

 イ） 柏崎の養殖魚「ヒゲソリダイ」の市内スーパーへの販売及び市内飲食店

での提供をはじめ、高級魚「アラ」の桶流し一本釣りを売りによる誘客を

図りました。 

エ 他産業との連携 

 ア）観光業関係 

柏崎ブランド米「米山プリンセス」と養殖魚「ヒゲソリダイ」・幻の高級魚

「アラ」を堪能するバスツアーを商品化しました。 

また、「日本の食の原点お米を極める旅イン柏崎」として、米文化を体験

し、米に由来する日本酒、米菓に加え最高級の食材で柏崎の食を堪能するツ

アーが催行されました。 

   イ）食品製造業 

     柏崎産米粉用米「秋雲」を、新潟県菓子工業組合柏崎支部が「菓心米」と

名付け、オリジナルスイーツを販売しました。 

     また、越後杜氏監修の下、地場産サツマイモを利用した甘酒を開発し好評

 目指すべき方向  

食の地産地消の推進は、農林水産資源をいかした他産業との連携が必要不可欠

です。農商工連携の六次産業化の推進により、消費者の多様なニーズに対応した

特産品開発や高付加価値化、新たな販売手法による消費需要の掘り起こしを目指

します。 

 

 施策  

 地域資源をいかした産業の発展 
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を得ています。 

  オ 地域独特の伝統地場産品の継承 

    その土地の風土気候の特徴を活かした伝統野菜は、栽培面では手間がかかり

ますが、その地域でしか採取できない、その土地ならではの食文化の歴史に通

ずるなど存在そのものが希少且つブランド力を持ち合わせています。新潟県が

紹介する「にいがた伝統野菜」３０品目には、柏崎伝統野菜である「刈羽節成

きゅうり」「緑なす」「仙人菊」「黒姫人参」「新道いも」の５品目が選定されて

います。 

 

 ⑵ 検証 

  地域資源をいかした産業の発展について 

    農林水産業の発展には、その産品の高付加価値化や他地域との差別化に努め

る必要があります。そのため、地域資源の再発掘やリブランディングなど、一

次産業の視点だけではなく、多様な産業、すなわち異業種との交流から農林水

産業の魅力を見出すことが求められています。 

  

菓子和咲スイーツの写真 
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第３章 農林水産業の現状 

 

この章では、食の地産地消を支える本市農林水産業の変遷と現状とを把握すること

で、今後の推進計画の課題について検討します。 

 

１ 農業者 
 ⑴ 農業経営体 

農林業センサス H22（2010） H27（2015） R2（2020） 

農業経営体数 2,006 1,452 1,040 

   農業経営体数は、10 年で半減しています。 

  

 ⑵ 農業従事者の平均年齢 

農林業センサス H22（2010） H27（2015） R2（2020） 

基幹的農業従事者の平均年齢 70.4 70.7 70.9 

〃  新潟県の平均年齢 67.7 68.4 68.9 

〃   全国の平均年齢 66.1 67.1 67.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基幹的農業従事者は、高齢化が進んでおり、本市ではその平均年齢が男女とも 70

歳代と顕著になっています。 

 

男女別基幹的農業者年齢構成（R2～R3）

【出典：新潟県農林水産業統計年報 R2～R3 年版】 
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２ 耕地面積と農業産出額 

 ⑴ 耕地面積の推移 

新潟県農林水産統計 H28（2016） Ｒ2（2020） 増減率 

耕地面積 5,100 ha 4,980 ha ▲2.4% 

うち 田耕地面積 4,740 ha 4,640 ha ▲2.1% 

うち 田本地面積 4,440 ha 4,350 ha ▲2.0% 

うち 畑耕地面積 359 ha 346 ha ▲3.6% 

   耕作面積は減少傾向にあります。 

   なお、耕地面積の 93％以上が田であり、この傾向に変わりはありません。 

 

⑵ 農業産出額の推移 

    

  

 

 

 

 

農業産出額は微増しています。一方で、米については政策上減産を行った経緯が

ありその算出額は減少に転じています。 

耕地面積が減少しながらも農業産出が増加していることから、生産性は向上して

いるものと思われます。 

  

新潟県農林水産統計 H28（2016） Ｒ2（2020） 増減率 

農業産出額 49.3 億円 50.8 億円 ＋3.0% 

うち 耕種 41.8 億円 42 億円 ＋0.5% 

耕種の内米 38.3 億円 37.4 億円 ▲2.3% 

うち 畜種 7.5 億円 8.6 億円 ＋14.7% 

☆コラム☆ 

事業者独自の地産地消の取組み 

（ＴＨＥＲＥ ＩＳ ＮＯＥＮＤ など） 
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３ 水産業 

 ⑴ 組合員の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    平成１０年代には 100 人を超えていた組合員が、令和４年には正組合員が 20

人を下回りました。 

    なお、令和４（２０２２）年に准組合員が増加した理由は、夏季を中心に採

貝・採藻漁業のみを行う准組合員が増加したためであり、減少傾向には変わり

はありません。 

 

 ⑵ 従事者の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     漁業従事者の平均年齢は 62.1 歳ですが、従事者の７割近くが 60 歳以上と高

齢化が進みつつあります。 

 

准組合員

正組合員

【出典：新潟漁業協同組合柏崎支部】

人 

 

新潟漁業協同組合柏崎支部組合員の年齢構成

男 女

【出典：新潟漁業協同組合柏崎支部令和 4 年度調査結果】 

人 
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４ 現状からうかがえる課題 

 

 ⑴ 従事者の高齢化 

農業及び水産業共に従事者数は減少の一途をたどっています。また、高齢化も顕

著であり、特に農業従事者の平均年齢は、新潟県及び全国の平均値より高い状態が

続いています。 

 

 ⑵ 担い手不足 

   若い世代の従事者が不足しています。50 歳代以下の従事者が漸減しており、将

来の一次産業の担い手不足から、地場産品の供給力が低下することが予想されます。 

 

 ⑶ 米に偏る生産 

   耕地面積の９割以上が田であり、ほとんどで米作りに取り組んでいます。米価下

落を防ぐため、主食用米の生産量を調整しており、その代替として作付けする非主

食用米と園芸農産品は交付金の関係上、その品種が極めて限定されています。 

 

 ⑷ 園芸農産品目の伸び悩み 

   畑耕地面積が減少しています。畑作は園芸品種の増加が期待できることから、地

場産野菜の多様化につなげることで消費者の需要に応えることができます。 

 

５ 内外の諸情勢 

我が国の農業は経済・社会において重要な役割を果たしていますが、農村人口の

著しい高齢化・減少に歯止めがかからないまま令和の時代を迎えました。その後の

新型コロナウイルス感染症の影響とロシアによるウクライナ侵攻を受け、持続可能

な農業構造の実現に向けた取組が極めて重要となっています。 

一方で、「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活

動の促進等に関する法律（令和４年法律第 37 号）」いわゆる「みどりの食料システ

ム法」が令和４（２０２２）年７月１日に施行されました。この法律に基づき、農

林水産業においては、環境低負荷型農業を促進するとともに温室効果ガス削減に取

り組むことが求められています。具体的には、２０５０年までに化学農薬使用量を

50％、化学肥料使用量を 30％削減し、耕地面積に占める有機農業の割合を 25％に

拡大することを目標としています。 

したがいまして、食料安全保障の観点から食料自給率の向上を図るとともに、環

境保全を意識した安全安心な農産物造りにも取り組む必要が求められています。そ

のため、「新潟県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本的な計画」を新潟県と

共に策定することとされています。 

よって、これからの地産地消への取組は、これらの背景を生産者だけではなく、

消費者も理解した上で進めることが求められています。 
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第４章 検証と課題の整理 

 

 この章では、第２章「第二次食の地産地消推進計画の検証」結果と第３章「農林水

産業の現状」での課題を整理し、第三次計画の基本方針について検討します。 

 

１ 主要指標の目標達成状況（再掲） 

 指 標 
実績値 

（Ｒ３年度） 

目標値 

（Ｒ４年度） 

達成 

状況 

① 新潟県特別栽培農産物認証面積 413.5ha 800.0ha × 

② 園芸重点８品目作付面積 37.4 ha 55.0ha 〇 

③ 市独自の担い手の農地集積率 74.5 80.0％ 〇 

④ （上記について国が定める集積率） （52.9） (80～90％) （〇） 

⑤ 愛菜館での地元産品の販売額 1 億 2,099 万円 1 億 3,000 万円 〇 

⑥ 学校給食における地場農産物の供給割合 46.7％ 55.0% △ 

⑦ 上記の内米を除いた地場産の供給率 （15.6％） （30.0％） （×） 

⑧ 食の地産地消推進店の登録店舗数 52 店舗 50 店舗 ◎ 

 

２ 農林水産業の現状（再掲） 傾向： ↗ 好転・増加 ： ↘ 悪化・減少 ：→ 維持 

 項 目 過去値 最新値 傾向 

Ⓐ 農業経営体数 2,006(H22) 1,040(R2) ↘ 

Ⓑ 基幹的農業従事者の平均年齢 70.4(H22) 70.9(R2) ↘ 

Ⓒ 耕地面積(ha) 5,100(H28) 4,980(R2) ↘ 

Ⓓ 耕地面積の内田耕地面積(ha) 4,740(H28) 4,640(R2) ↘ 

Ⓔ 耕地面積の内畑耕地面積(ha) 359(H28) 346(R2) ↘ 

Ⓕ 農業産出額(億円) 49.3(H28) 50.8(R2)  ↗  

Ⓖ 農業産出額の内耕種(億円) 41.8(H28) 42(R2) ↗  

Ⓗ 農業産出額の内畜種(億円) 7.5(H28) 8.6(R2) ↗ 

Ⓘ 新潟漁協柏崎支部正組合員数 30(H20) 17(R4) ↘ 

 

３ 地産地消への意識 

～H28 第 2 次食育、R4 収穫祭アンケート H24 H28 R4 評価 

✪ 
地場産品を時々又はよく利用する人の割合 69.8% 67.6% ↴ 増加 

◎ 日頃から地産地消を意識している人の割合 － － 73.2％ 

 

４ 考察 

 ⑴ 評価として認められる項目 

 評価の高い主要指標は「⑧食の地産地消推進店の登録店舗数」のみです。ま
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た、消費者の地産地消への意識率は、✪のアンケートから概ね７割以上と決

して低くはありません。 

 「Ⓐ農業経営体数」が激減しているにも関わらず、「Ⓕ農業産出額」が上昇

傾向にあることは、農業経営の効率化が進んでおり、これは「③④担い手の

農地集積率」からもうかがうことができます。 

 特筆すべきは、「Ⓔ畑耕地面積」が減少しているにも関わらず「②園芸重点

８品目作付面積」は増加しており、これに重きを置いたＪＡ柏崎が掲げる園

芸振興プランの成果が現れてきています。 

 「⑤愛菜館での地元産品の販売額」が国の目標値である１億円を上回り、目

標値をほぼ達成していることからも裏付けることができます。 

 「Ⓗ畜種（養卵鶏、畜産など）産出額」の伸長率が高いことも特徴です。 

    

  ⑵ 評価保留とすべき項目 

 国が定める学校給食における地場産物の供給率は、第３次食育推進基本計画

において、令和２（２０２０）年度までの目標値を、食材重量ベース又は品

目ベースで 30％以上、国産率を 80％以上としています。 

 本市においては、本計画創設時の平成２５（２０１３）年度の 45.7％から⑥

に示す令和３（２０２１）年度値 46.7％と大きく変動していません。 

 本市では、米と野菜との重量ベースに基づき供給率を算出しており、それ以

外の肉魚類や乳製品などは含まれておらず「⑦米以外の地場産野菜の供給率」

15.6％であり、実際の全品目に係る供給率は現状値から乖離していることが

予想されます。 

 一方で、国の第４次食育推進基本計画（令和３（２０２１）年３月策定）で

は、学校給食での地場産物を使用する割合を、食材（重量）ベースから金額

ベースに見直し、その割合を維持・向上させることとされています。 

 加えて、本市の第５次総合計画後期基本計画では、学校給食における地場農

産物の供給割合を 55％（令和７（２０２４）年度値）と定めています。 

 そのため「⑥学校給食における地場農産物の供給割合」については、これま

での食材ベースの継続と国が定める金額ベースとの両論併記による指標管

理を第三次計画に引き継ぎ評価することが妥当と思われます。 

 

 ⑶ 評価を再検討すべき項目 

   主要指標「③④担い手の農地集積率」は、「Ⓐ農業経営体数」、「Ⓑ基幹的農業

従事者の平均年齢」及び「Ⓘ新潟漁協柏崎支部正組合員数」などは全国共通の大

きな課題でもあります。また、内外の社会的情勢に現状の農林水産業は大きく左

右されており、国では食料安全保障の観点から「食料・農業・農村基本法」の見

直し議論が始められています。そのため供給側である農林水産業の構造等の指標

管理は第三次計画では対象外とします。 
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第５章 第三次計画の基本方針とその計画 

 

 基本理念を踏まえつつ「第三次食の地産地消推進計画」の基本方針を次の３つに定

めます。 

 

１  基本方針１  （まずは）「環境に優しく安全な」 とは 

 条例第 10 条及びみどりの食料システム法及び新潟県環境負荷低減事業活動の促

進に関する基本的な計画に基づき、安全で安心な農林水産物や一次加工品の供

給に努めます。 

 環境低負荷型農業によって育まれた安全な農作物を生産します。 

 環境に優しい農地から、川、海へ通じた養分が水産物の安全性も高めます。 

 微生物の力を借りた有機農業を目指すことで温室効果ガス削減にもつながります。 

 これらに係るコスト上昇を消費者も理解する必要があります。 

 地場産農林水産物を利用することで、輸送に係る環境負荷低減につながります。 

 

⑴ 計画及び指標 

指 標 
現状値 

(R4 年度) 

目標値 

(R7 年度) 
備 考 

新潟県特別栽培農産物認証面積 360 ha 550 ha ＋15%/年度 

環境保全型農業面積 300 ha 460 ha ＋15%/年度 

学校給食での減農薬減化学肥料米の提供 0 50 % 全小中学校 

過半数を有機食材とした給食の回数 0 2 回 モデル校 

環境と調和のとれた農業生産の理解促進 5 回 10 回 出前授業 

環境に優しく安全な

柏崎の食をいつくしみ

越後の食文化を知る

まずは 

全ての 

さらに

生産者 

事業者 

消費者 

生産者 

消費者 

事業者 
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 ⑵ 施策及び事業等 

 水田農業推進事業（循環型農業推進事業） 

 環境保全型農業直接支払交付金事業 

 食の地産地消推進事業 

 ふれあい講座事業 

 条例にかかげる農林水産物等の普及・啓発、使用促進、供給、生産振興及び

交流                              ほか 

 

２  基本方針２  （全ての）「柏崎の食をいつくしみ」 とは 

 条例第 8 条、9条、11 条、13 条及び 14 条並びに地域園芸振興プランに基づき

生産された園芸産品を積極的に活用します。 

 希少性が高く地域の伝統と文化の礎となった柏崎伝統野菜を守ります。 

 市民が生産現場を知る機会を増やすとともに、実際に体験することで柏崎の農

林水産業の実態を理解していただきます。 

 柏崎地域の四季を通じた郷土料理を紹介する「かしわざきのおいしいレシピ」

を活用し、市民の郷土食への愛着を高めます。 

 地場産品のブランド化を促進し、市民が誇れる農林水産業を目指します。 

 学校給食では、食材として米と野菜以外の地場産品や一次加工品を新たに採用

することで、供給率を増加させます。 

 国の第４次食育推進基本計画に基づき、学校給食での地場産物供給割合について、

金額ベースを基本としつつ、柏崎市第５次総合計画に掲げる重量ベースも継続し、

両論併記による目標管理を行います。 

 

⑴ 計画及び指標 

※１ 園芸重点８品目：たまねぎ、枝豆、カリフラワー、ブロッコリー、アスパラガス、越後姫、里芋、人参 

※２ 柏崎伝統野菜：刈羽節成きゅうり、仙人菊、みどりなす、黒姫人参、新道いも、与板菜の 6 品目 

➡このうち、与板菜以外の５品種は、新潟県伝統野菜３０品目に紹介されています。 

指 標 
現状値 

(R4 年度) 

目標値 

(R7 年度) 
備 考 

柏崎園芸重点８品目作付面積 45 ha 60 ha ※１ 

柏崎伝統野菜の作付面積（6種＋α） 100 a 200 a ※２ 

市民の農林水産業体験回数 2 回 4 回 主に収穫体験 

「かしわざきのおいしいレシピ」の活用 0 5 回 給食や料理教室 

食の地産地消推進店の登録店舗数 57 60  

愛菜館での柏崎地元産品の販売額（見込） 1.3 億円 1.3 億円 維持 

学校給食での地場産物供給割合（R3 基準） 46.7% 未満 55 % 重量ベース※３ 

学校給食での地場産物供給割合（R3 基準） 9.9 % 15 % 金額ベース※４ 
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   ※３ 現状の重量ベースの供給割合は、米と野菜のみです。したがって、肉類や乳製品などは含まれていないことから、

実際の供給率は現状値を下回ります。 

※４ 国の目標値は 30%以上で、これを維持することも示しています。 

 ⑵ 施策及び事業等 

 園芸振興支援事業 

 六次産業化支援事業 

 農林水産業総合支援事業 

 水田農業推進事業（柏崎産米ブランド化推進事業） 

 創業支援事業 

 地域ブランド支援事業 

 柏崎産水産物普及促進事業 

 

３  基本方針３  （さらに）「越後の食文化を知る」 とは 

 いわゆる六次産業化・地産地消法に基づく地域の農林水産物の利用の定義で

は、地域において供給が不足している農林水産物がある場合に、他の地域で生

産された農林水産物を消費することとされています。 

 本市においては、これまで柏崎市内で生産された農林水産物及びその加工品を

地産地消のベースとして取り組んできましたが、今後は、地域という概念を導

入することとします。 

 具体的には、ＪＡえちご中越（三条市、田上町、加茂市、出雲崎町、見附市、

長岡市及び刈羽村）で生産される農林水産物を地域農産物とします。 

 また、第３次新潟県食育推進計画では、新潟県産及び国産農林水産物を学校給食

で使用している割合を重点課題としており、これに即した事業も展開します。 

 伝統的農法や漁法を広く紹介します。 

 

 計画及び指標 

 

４ 地産地消への関心度 

  本市及び地域での地産地消の取組は、我が国の食料自給率を押し上げるだけでな

く、「第三次食の地産地消推進計画」の基本方針に従うことで、環境問題への意識向

上にもつながります。したがいまして、市民の地産地消への関心度や意識の高さが

最も重要な指標になります。 

指 標 
現状値 

(R4 年度) 

目標値 

(R7 年度) 
備 考 

愛菜館での全販売額（地域農産物含む） 2.4 億円 2.5 億円 年間売上総額 

学校給食で県産農林水産物を使用する割合 66.1%（県平均） 維持・向上 金額ベース 

学校給食で国産農林水産物を使用する割合 91.6%（県平均） 維持・向上 金額ベース 
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最重要指標 
現状値 

(R4 年度) 

目標値 

(R7 年度) 
備考 

✪日頃から地産地消を意識している人の割合 73.2％ 80％ アンケート 
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【巻末 令和 2(2020)年 農林業センサス データ】 
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